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レジリエントで暮らしやすい都市の持続可能
な水システムの構築に向け、都市のステーク
ホルダーがビジョンと行動を共有するために

IWA 原則 
～都市の賢明な 

水管理に向けて～ 
Principles for Water-Wise Cities



IWA Water-Wise Cities 原則は、持続可能な都市の水のためのビジョ
ンを策定し、実施するリーダーを支援するものである。この原則は、気候変
動及び人口増加という２つの問題に直面する中、より住みやすい都市を
構築するためのレジリエントな都市計画と都市設計の礎となる。この原則
の最終的な目標は、共通のビジョンを基にした協調的行動を促すことにあ
り、地方自治体、都市計画の専門家や個人は、以下に示す3つのパラダイ
ムシフトによって、都市の水を管理するための解決策を模索し、課題解決
に向けて積極的に取り組む。

1．資源は有限である：我々はより少ない資源でより多くのサービスを提供する必要がある
都市部の人口増加に伴って、水、エネルギー、及び資源は、より効率的に使われ、再利用や再生される必要があ
る。

2．都市部の高密度化は、経済成長の好機となると同時に、居住環境の脅威ともなる
2030 年までに、60 億人以上の人々が都市部に住むと予想されている。人口密度が高く、高密度化した都市部
では、より効率的なサービスを提供する必要がある。水は市民のより良い生活や安全、社会的包容力にとって欠
くことができないものである。

3．不確実な未来が我々の都市計画の根底となっている
過去の経験や道筋は、未来の水システムを計画する上で適合しないことが多い。気候変動や人口増加は不確実
である。システムの最適化を進め、他への依存度を減らしたシステムを計画することで、予期せぬ事象や傾向に対
してより優れた対応が可能になる。

これは非常に大きな課題である。 水の専門家として我々は、新しい共通ビジョンを示すこと、及び近年採択さ
れた持続可能な開発目標（SDGs）、特に住みやすい都市を構築するための核心に触れる SDG61、SDG112 及
びその他の SDGs の完遂を固く決意している。SDGsは、より安全かつ包括的かつレジリエントで持続可能な都
市の水管理の推進を大胆に求めている。この実現のためには、適切なガバナンスやステークホルダーの関与、さら
には積極的な市民参画を伴った協働作業により得られる力を活かす必要がある。

以下の原則は、都市をこれらのパラダイムシフトに対応させるための枠組みを形づくるものである。既存のまたは
老朽化した資産がある場合には、賢明な資産管理戦略に従って、資産更新のタイミングに合わせてこの原則を適
用する必要がある。また、資産をこれから構築する場合には、この原則を適用することで、これらのパラダイムシフ
トに適用しうる革新的なシステムの導入が可能となる。

この原則は、4 段階の行動レベルにより構成されており（各レベルは次のレベルの影響を受ける構造となってい
る）、さらに都市のステークホルダーが持続可能な都市の水システムを実現し、water-wise なコミュニティーに
なるための5つの構成要素を含む。図１参照。

WATER-WISE及び持続可能な都市の水システムの定義について
Water-wise な行動とは、持続可能な都市の水システムを最大限広めると
いう目的に、リーダーシップ文化、ガバナンスに関する取極め、専門的能力、革
新的な技術を整合させることである。

持続可能な都市の水システムの管理とは、都市内の全ての水（貯水池、帯水
層水、脱塩水、再生水、雨水を含む）が、サービス、都市計画と流域の繋がりを
認識し管理されることである。その管理手法は、環境を回復させるとともに、
都市の住みやすさや、社会的、経済的、生物物理学的な予期せぬ事態に対す
るレジリエンスを最大化するものである。



図１: Water-wise Cities原則」の枠組み：都市のステークホルダーが「持続可能な都市の水システム」を実現するための4段階の行動レベルと5つの構成要素 
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Water-wise Cities  
のための17原則

Water-wise なコミュニティーは、原則を行動に移すために、構成要素を活用する。原則が実施され
るにあたって、3つの段階が存在する： 
1)すべての人のための再生型水サービス、2)水に配慮して設計された都市、3)流域で繋がる都市群。
これらにより、都市の water-wise なコミュニティーへの変化を促す 5つの主体それぞれが強化され
ることになるだろう。



持続可能な都市の水を構築する

5つの構成要素
共通のビジョン
・共通のビジョンは、それぞれの分野に固執するステークホルダ
ーを、都市コミュニティーに大きな利益をもたらす共通の牽引役
へと変化させる。

・共通のビジョンは、持続可能な改革や新しい政策と戦略を実行
する上で不可欠な前提条件である。

・レジリエントな都市に関するビジョンは、水に関する取り組みを
含むことにより規模の違いや専門分野の枠を超えて人々が協働す
ることを可能にする。また、長期的な施策に投資するために必要
な政治的意思を支援する。これにより、政治的なサイクルを超えて
長期間にわたって、一貫した思想が継続されることになる。

ガバナンス
・ガバナンスと制度は、建物、近隣地域、大都市及び集水域規模
の全ての都市サービスにおいて水を統合的に扱うために、都市部
のステークホルダーが部門の壁を越えて協働するための枠組み
を提供する。

・政策は、都市部のステークホルダーにインセンティブを提供し、
セクターを超えた連携によって都市における水の利益を最大化さ
せる相乗効果を引き出す。

知識と能力
・持続可能な都市の水ビジョンを実現するにあたっては、様々な
都市のステークホルダーの既存の能力と行動特性が基本となる。

・体系的な取組みや技術的・社会的な課題のバランスを取り、都
市の資源やレジリエンスの持続可能な管理に関する内容を含むこ
とで既存の教育プログラムの質を改善する。

・ビジョンを完全に実現するには、他都市の成功例を共有し、新し
いツールを活用した異なる業務のあり方を学習し、資源を蓄積し、
水以外のセクターでとられている取組みや方法を広く受け入れな
がら、能力と行動特性を強化する必要がある。

計画ツール
・Water-wise cities を構築するためには、土地利用計画の決定
と都市の水システムの全ての構成要素の相互関係を評価するた
めの計画ツールが必要である。このツールには、各スケールで、異
なるシステムオプションにおける生物物理学的、社会経済的な分
析を 行うモデルが含まれる。

・部門の枠を超えて形成されたチームによって開発、使用されるこ
れらのツールは、リスク評価、プロジェクトの利益や共通利益の確
認、サービスレベルの明確化、ステークホルダーの当事者意識の
醸成、及び地域の参加や関与を可能にする。

実行ツール
・規制3は、革新とインセンティブをもたらす。規制が品質保証、公
平性、透明性、説明責任、健全な資金調達に基づいて行われる場
合、規制はステークホルダーが持続可能な都市の水に投資するた
めの信頼できる枠組みを提供する。

・厳格な資産管理計画と関連づけられた財務ツールは、維持管理
が行き届いたインフラを長期間に渡ってより良いサービスレベル
に保つことを可能にする。

・変化への適応能力や災害復興に向けた必要策を評価する財務ツ
ールによって、都市はより効率的な解決策を採用し、より少額かつよ
り頻繁な投資に適したシステムへと移行することが可能となる。

・短期投資と共通利益が組み合わさった統合的なサービスは、新
たな資金調達の機会をもたらし、都市の財務能力の不足を克服し
うる選択肢を提供する。

・循環経済メカニズムなど、民間資金と公的資金を含む革新的な
手段を用いて伝統的な資金調達や契約モデルを強化することによ
って、再生型水サービスを促進する新たな資金調達の機会がもた
らされる。 

4段階の行動レベル：
4段階の行動レベルは、すべての市民が安全な飲料水と衛生サービ
スを享受する基本原則に基づいている。その基本原則は、水と衛生
に対する人権4を保障するために計画を定め、その実現を優先させ、
さらにモニタリングと報告を行うことを求める。

レベル 1 - すべての人のための再生型水サービス
主な目標は、水、エネルギー及び資材を効率よく生産、利用すること
によって、将来世代のための水資源の質と量を確保し、公衆衛生を
良好に維持することである。

再生型水サービスは、気候変動への適応と緩和に向けて必要不可
欠な要素であり、それによって都市における二酸化炭素の排出を軽
減することができる。再生型水システムは、5つの原則によって成り
立っている：

1.1 水量と水域生態系の回復

環境が提供あるいは吸収できる程度に限って、流域から取水または
流域に排水することで、流域の水量と水域の生態系を回復する。環
境が水を供給し続けられる持続可能レベルまで取水量を減らす。ま
た、生態系の健全性を確保するために、下水や都市で排出された雨
水から、それらの水源の水質を守る。

1.2 使用量の削減 

一人当たりの水とエネルギーの使用量を減らす。貯留容量に応じて
水需要を抑える。雨水を含め、都市部における水の移送や処理にか
かるエネルギーを最小限に抑える。

1.3 再利用、エネルギー回収、リサイクルの推進 

「目的にあった」水質管理と統合水資源管理（IWRM5）を適用する
ことで、用途に応じて処理した多様な水資源を再利用及び利用す
る；熱エネルギー、有機物エネルギーもしくは水力エネルギーなど
を介して、水からエネルギーを回収する；リサイクルし、栄養素や有
機物など「アップサイクリングされた（高付加価値に作り替えた）」物
質の価値を認識し、下記の通り、これらの資材を体系的な取組みの
中で利用する。

1.4 体系的な取組みによる他サービスとの統合

他の公共サービスと統合した体系的な取組みを行う。水システムの
種々の役割を１つのシステムと捉え、さらに水を健康、交通、食糧生
産、廃棄物やエネルギーなど、他のサービスと結びつける。そうする
ことで、事業費を効率的に改善しながら、水の使用量を削減かつ再
利用を促進しうる解決策を実現する。

1.5 システム最適化の推進と多様な選択肢の提供

漸進的もしくは急激な変化に直面した際に、サービスレベル及び都
市部の水に対するレジリエンスを保障し、システムのあらゆる場所
で、移動性を高め、システム全体で利用可能な複数の水資源、処理
方法、貯留先及び搬送方法を確保する。漸進的な変化は、持続性ス
トレスの結果であり、急激な変化は、システムに対する衝撃の結果
と持続性ストレスにそれ以上対処できないことを意味する。



レベル 2 - 水に配慮した都市の設計
水に配慮した都市の設計は、水の持続可能性、レジリエンス及び
住みやすさの共通利益に「配慮した」都市環境を作り出すべく、都
市計画と都市全体の水循環の管理、保護、保全の統合を考えるも
のである。この行動レベルには、4つの原則がある：

2.1 再生型水サービスの実現

再生型水サービスを可能にする手法を用いて、住宅・産業地区や
建物を設計する。これは、地域規模の水、エネルギー使用量、及び
二酸化炭素排出量の削減につながるものである。また、水路がよ
り清潔になり、社会や都市の快適性を向上させながら生態系や人
々に利益をもたらす。これには、雨水を溜め、処理する様々な共通
利益をもたらすグリーンインフラの構築も含む。

2.2 洪水リスク軽減に向けた都市空間の設計

洪水が抑制され、雨水を資源として排除排出する安全な洪水対
策空間が提供され、かつ都市が「スポンジ」のように機能するため
に、都市インフラ設計を統合し、改良型排水手法を開発すること
で、洪水リスクに対するレジリエンスを高める。枢要なインフラを
計画し、迅速な災害復旧を可能にする。

2.3 水の見える化による暮らしやすさの向上 

道路沿いのグリーンインフラを始め水と緑の大回廊などの水の見
える化によって住みやすさを高める：社会的共生の機会として、レ
クリエーション、開放的な公共空間、実用的な開発と輸送、多目
的な空間やインフラを創出する。都市部の水サービスは、持続的
に公園や庭園に水を供給するほか、植物や動物の生育環境の創
出、木陰の創出やヒートアイランドの緩和のために必要不可欠な
ものである。

2.4 水質汚染の影響を最小限に抑える材料への変更及び適応

太陽や雨にさらされた際に汚染物質が放出することを防ぐため、
屋根、壁、地表、道路、アーバンファニチャーといった都市で使用さ
れる材料の選定には注意を払う必要がある。 

レベル 3 – 流域で繋がる都市  
都市は本来、流域に接続、依存しており、その流域は、近隣の流域
の一部であるとともに相互に影響し合っている。流域管理に積極
的に参画することで、都市は水と食料、エネルギーを確保、さらに
は洪水のリスクを低減でき、健全な経済活動と環境に寄与する活
動を強化することが可能となる。この行動レベルには、3つの原則
がある：

3.1 水資源の確保と干ばつの緩和に向けた計画 

流域内の使用者間、すなわち生態系、農業、工業、そしてエネルギ
ーセクター、及び流域経済とグローバルな都市経済に貢献するす
べての都市で分け合うことによって、水資源を確保する。

3.2 水資源の水質保護

最低限の処理とエネルギーにより利用目的にかなった水を得るた
め、また、水質・水量確保の観点から水域（河川、小川、湿原、地下
水、海洋環境）の生態系の健全性を確保するため、流域の他のス
テークホルダーと共に、水資源の水質を保護する。

3.3 極端な気象現象に向けた準備及び対応 

河川や貯水池の流量を管理し、鉄砲水を最小限に抑制するため
に流域に十分な植生を保つことで、洪水や干ばつなどの極端な気
象現象に向けて準備及び対応する。沿岸域での暴風雨リスク低
減策と洪水警告システムを構築する。

レベル 4 - WATER-WISE なコミュニティー
前述の3段階の行動レベルを実行するには、全体論的なアプローチ
と強力なパートナーシップが必要となる。この 4 番目の行動レベル
は、統治及び計画策定のため、既存の能力に基づいて物事を実施し
ていく人々について述べている；専門家は、セクターを超えて水を統
合できるよう、彼らの専門分野においてより「water-wise」となり、投
資を引き出すため、統合された解決策の共通利益を強調する。また、
市民として「water-wise」に行動する人々についても述べている。こ
の行動レベルは、変化が始まる段階である；それぞれのステークホ
ルダーが変化をもたらすために果たすべき役割を理解する。これは、
次に示す変化をもたらす 5つの主体に、「water-wise」なコミュニテ
ィーへの移行を働きかける、触発された人々について述べている。

4.1 影響力のある市民

持続可能な都市の水ビジョンに関わる Water-wise な市民は、リ
スク（洪水、渇水） と機会（住みやすさは、コミュニティーに価値、ま
た資源回収の機会をもたらし、不確実な将来資源への依存度を減
少、厚生を増大させる）を理解することにより、都市の計画や設計
を推進する。これらの成果を達成するために協同して活動すること
で、Water-wise な市民は、自らの行動をその考えに適応するように
なる。Water-wise な市民は、再生型水サービスの実施や、サービス
の対価の支払いに協力的であるとともに対価の妥当性を事業体に
求めるといった解決策の許容範囲を広げる。

4.2 水の公益性を理解する専門家

都市の住民や企業に対して最善の解決策を計画し、実行するため
に必要となる様々な分野の専門家（経済、技術、社会）のことである。
彼らは、都市のセクター間の壁を超えた共通利益について理解して
いる。水と都市計画、建築、造園、エネルギー、廃棄物、輸送サービス
の間には、相乗効果や依存関係がある：水サービスはエネルギーを
必要とするが、逆に都市の水は、地域のエネルギーを生産するため
に使用できる；緑の都市空間は、水を必要とするが、その水は収集し
た雨水や、処理水を再利用することで、緑地帯に栄養分をリサイクル
してまかなうことができる。統合された都市計画の課題に関連する
共通利益の市場価値と非市場価値を理解している専門家は、革新
的で持続可能な解決策を生み出すことができる。

4.3 水を統合する学際的な計画及び運営チーム 

すべての水域（淡水、雨水、河川、海水、下水）は、協調的アプローチ
によりもたらされる効率化と相乗効果のために、相互に、かつその
他の都市システム（公園、道路、エネルギー、廃棄物）とつながってい
る。これらの相互関係を理解し、既存の個別組織をつなごうとする
都市計画機関は、都市の専門家が持続可能な都市の水を実現する
ために必要である。 

4.4 Water-wise な行動を実現できる政策立案者 

政策立案者らは、再生型水サービス、水に配慮した都市の設計、そ
して流域で繋がる都市に関する原則の実施を可能にする。Water-
wise な政策立案者は、インセンティブと利益を得られる革新的な
解決策を通して持続可能な都市の水事業を推進するため、政策と
財政メカニズム（将来の状況変化に対し、応答性・適合性のある料
金や協力関係） を構築する。政策立案者は環境的視点で有害とな
っている既存の補助金や減税を段階的に廃止していく。彼らは政策
を監視し、評価し、時間経過とともに変化する将来の需要に基づい
て政策を調整する。

4.5 信用できるリーダー

リーダーは、先進的なビジョンを策定し、4つのスケール（集水域、都
市圏、地域、建物）や分野間で共同作業が機能するように、統治組
織をサポートする。国家及び地方レベルの担当者は、「信頼と関与を
高める効果的かつ効率的なガバナンス」7 を活用し、調整と統合を
通して持続可能な都市の水システムを実現する。リーダーはまた、建
設的な素養を持ち、革新と協調を後押しなければならない。 
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